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 Contact point for tender documentation :

ASADA Mituru the first subsection chief

the Contract Division, Kinki Regional De‑

velopment Bureau Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism 15
44, Otemae Tyuou‑Ward, Osaka‑city, 540
8586, Japan TEL 0669421141

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている単体有資格業
者（以下「単体」という。）、経常建設共同企業
体（以下「経常ＪＶ」という。）又は事業協同組
合であること。

 建設工事有資格業者認定要領第２条の規定
に該当しない者であること。
 機構における平成31・32年度一般競争（指
名競争）参加資格業者のうち土木一式工事の
認定を受けており、認定の際に客観的事項(共
通事項)について算定した点数(客観点数)が、
1250点以上であること。ただし、本公告時
に一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない者についても、一般競争参加資格
確認申請書及び一般競争参加資格確認資料
（以下「確認申請書等」という。）を提出する
ことができるが、競争に参加するためには、
開札時において、一般競争（指名競争）参加
資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確
認を受けていること。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づく再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、一般競争（指名競
争）参加資格の再審査に係る再認定を受けて
いること。（上記の再審査に係る認定を受けた
者にあっては、再審査に係る認定の際に、客
観点数が1250点以上であること。）
 経常ＪＶ及び事業協同組合として確認申請
書等を提出した場合、その構成員は、単体と
して確認申請書等を提出することはできな
い。
 入札説明書に記載する条件を満たす施工実
績を有すること。
 入札説明書に記載する条件を満たす主任技
術者又は監理技術者（以下「配置予定技術者」
という。）を契約締結の翌日から本工事に専任
で配置できること。
 単体、経常ＪＶ及び事業協同組合の代表者
及び構成員は、確認申請書等の提出期限から
開札の時までの期間に、機構から「工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（以下「指
名停止措置要領」という。）」に基づき、筑後
川水系関連区域において指名停止を受けてい
る期間中でないこと。ただし、指名停止措置
要領別表第１の措置要件に該当することによ
る指名停止については、本工事への参加を認
めることがある。この場合、当該指名停止の
期間に応じて技術点を減点する。

 提出された技術提案書（以下「技術提案」
という。）に関する提案内容が、発注者の設定
している設計図書及び制約条件を満たしてい
ること。
 機構が発注した工事のうち、平成30年１月
１日から令和元年12月31日までの２年間に元
請けとして完成・引き渡された工事の実績が
ある場合においては、当該工種（土木一式工
事）に係る工事成績評定表の評定点の年平均
が２年連続で65点未満でないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体である場合においては、当該設
計共同体の各構成員を言う。）又は当該受注者
と資本若しくは人事面において関連がある建
設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間にから
に示すいずれの関係にも該当しないこと（基
準に該当する者のすべてが共同企業体の代表
者以外の構成員である場合を除く。）。
なお、からに示すいずれかの関係があ
る場合に、辞退する者を決めることを目的に
当事者間の連絡をとることは、競争契約入札
心得第６条第２項の規定に抵触するものでは
ない。
 資本関係 以下のいずれかに該当する二
者の関係をいう（子会社又は子会社の一方
が更生会社又は再生手続が存続中の会社で
ある場合は除く。）。
 親会社と子会社の関係
 親会社を同じくする子会社同士の関係
 人的関係 以下のいずれかに該当する二
者の関係をいう（の関係がある場合に、
会社の一方が更生会社又は再生手続が存続
中の会社である場合を除く。）。
 一方の会社の役員（会社法施行規則第
２条第３項第３号に規定する役員のう
ち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、
他方の会社の役員を現に兼ねている関係
１）株式会社の取締役。ただし、次に掲
げる者を除く。
イ 会社法第２条第11号の２に規定す
る監査等委員会設置会社における監
査等委員である取締役

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年６月 12 日

独立行政法人水資源機構契約職
副理事長 日置 秀彦

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 福岡導水施設地震対策２号トンネ
ル併設水路下口工区工事
 工事場所 福岡県大野城市牛頸地内外
 工事内容 入札説明書のとおり
 工期 契約締結の翌日から2360日間
 その他
 本工事は、入札時に企業の技術力として
「破砕帯及び地層分界点の把握を対象とし
たトンネル前方探査」、「トンネル覆工コン
クリートの品質確保」及び「坑口周辺及び
近隣地域における環境配慮、立坑及びトン
ネル坑内における作業員の安全対策」の提
案を受け付け、価格以外の要素（企業の技
術力）と価格を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価落札方式の工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。
 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の
対象工事である。本工事では、契約変更
等における協議の円滑化に資するため、
契約締結後に、受発注者間の協議により
総価契約の内訳としての単価等について
合意するものとする。

 本方式の実施方式としては、
イ 単価個別合意方式（工事数量総括表
の細別の単価（一式の場合は金額。ロ
において同じ。）のそれぞれを算出した
上で、当該単価について合意する方式）
ロ 包括的単価個別合意方式（工事数量
総括表の細別の単価に請負代金比率を
乗じて得た各金額について合意する方
式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、の協議の開始の
日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用する
ものとする。
 受注者は、「包括的単価個別合意方式」
を選択したときは、契約締結後14日以内
に、契約担当課が契約締結後に送付する
「包括的単価個別合意方式希望書」に、
必要事項を記載の上、当該契約担当課に
提出するものとする。
 その他本方式の実施手続は、「総価契約
単価合意方式実施要領」及び「総価契約
単価合意方式実施要領の解説」（独立行政
法人水資源機構ホームページの「入札・
契約情報／契約関係に関する内部規程
集」に記載）によるものとする。

 本工事は、調査基準価格を下回る額の入
札があり、低入札価格調査を実施した後、
調査基準価格を下回る額で入札した者と契
約を締結した場合は「低入札工事における
出来高部分払方式」を適用する試行工事で
ある。
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づく分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工
事である。
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